
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 平成29年９月15日

【発行者名】 あおぞら投信株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役　　原田 政明

【本店の所在の場所】 東京都千代田区麹町六丁目１番地１

【事務連絡者氏名】 木村 升昭

【電話番号】 03-6752-1050

【届出の対象とした募集（売出）

内国投資信託受益証券に係るファ

ンドの名称】

あおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年4回決算型）

【届出の対象とした募集（売出）

内国投資信託受益証券の金額】
継続申込期間（平成29年３月16日から平成30年３月15日まで）

2,000億円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
本日、有価証券報告書を提出いたしましたので、平成29年３月15日付をもって提出した有価証券届出書（以下

「原届出書」といいます。）の関係情報を更新・追加および訂正するため本訂正届出書を提出するものです。

 

２【訂正の内容】
原届出書の該当情報を以下の通り更新または訂正します。

下線部　　　は訂正箇所を表します。

 

第一部【証券情報】
 
＜訂正前＞

（４）【発行（売出）価格】

取得申込受付日の翌営業日の基準価額＊１とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

 

（５）【申込手数料】

① 本ファンドの申込手数料は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額に3.24％＊（税抜３％）を上限として

販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

 

（６）【申込単位】

① 申込単位は、販売会社が委託会社の承認を得て定める単位とします。ただし、「自動けいぞく投資コー

ス」に基づいて収益分配金を再投資する場合には、１口の整数倍とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（中略）

（８）【申込取扱場所】

申込取扱場所は、原則として販売会社の本支店等とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（以下略）

 

＜訂正後＞

（４）【発行（売出）価格】

取得申込受付日の翌営業日の基準価額＊１とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-6752-1051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

 

（５）【申込手数料】
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① 本ファンドの申込手数料は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額に3.24％＊（税抜３％）を上限として

販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-6752-1051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

 

（６）【申込単位】

① 申込単位は、販売会社が委託会社の承認を得て定める単位とします。ただし、「自動けいぞく投資コー

ス」に基づいて収益分配金を再投資する場合には、１口の整数倍とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-6752-1051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（中略）

（８）【申込取扱場所】

申込取扱場所は、原則として販売会社の本支店等とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-6752-1051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（以下略）
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第二部【ファンド情報】
 

第１【ファンドの状況】

 

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

原届出書の第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　１　ファンドの性格　（1）ファンドの目的及び基

本的性格につきましては、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

（前略）

④ ファンドの特色
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（３）【ファンドの仕組み】

 

＜訂正前＞

（前略）

③ 委託会社等の概況（本書提出日現在）

a. 資本金の額　２億2,500万円

b. 委託会社の沿革

平成26年２月４日　　会社設立

平成26年４月15日　　投資運用業登録

平成27年７月３日　　第二種金融商品取引業登録

c. 大株主の状況

名称 住所（所在地）
所有株式数

（株）

持株比率

（％）

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南一丁目３番１号 9,000 100

 

＜訂正後＞

（前略）

③ 委託会社等の概況（本書提出日現在）

a. 資本金の額　４億5,000万円

b. 委託会社の沿革

平成26年２月４日　　会社設立

平成26年４月15日　　投資運用業登録

平成27年７月３日　　第二種金融商品取引業登録

c. 大株主の状況

名称 住所（所在地）
所有株式数

（株）

持株比率

（％）

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区麹町六丁目１番地１ 18,000 100
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３【投資リスク】

 

原届出書の第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　３　投資リスク　（参考情報）につきましては、

以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞
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４【手数料等及び税金】

 

＜訂正前＞

 

（１）【申込手数料】

（中略）

② 申込手数料の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社については、下記の照会先

までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

※ 税法が改正された場合は、上記の内容が変更になることがあります。

（以下略）

 

＜訂正後＞

 

（１）【申込手数料】

（中略）

② 申込手数料の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社については、下記の照会先

までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-6752-1051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 税法が改正された場合は、上記の内容が変更になることがあります。

（以下略）
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５【運用状況】

原届出書の第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況につきましては、以下の内容に更

新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

以下は平成29年７月31日現在の運用状況であります。

投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

また、各投資比率の合計は端数処理の関係上、100％にならない場合があります。

 

（１）【投資状況】

 

あおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年４回決算型）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資証券 アイルランド 573,288,637 100.78

親投資信託受益証券 日本 99,880 0.01

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― △4,551,308 △0.80

合計(純資産総額) 568,837,209 100.04

その他の資産の投資状況

資産の種類 建別 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

為替予約取引 売建 ― 571,462,816 △100.46

(注)為替予約取引は、わが国における対顧客先物相場の仲値で評価しています。

 

（参考）あおぞら・マネー・マザーファンド

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 100,277,872 100.00

合計(純資産総額) 100,277,872 100.00

 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

 

あおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年４回決算型）

イ.評価額上位銘柄明細

順
位
国／地域 種類 銘柄名

数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 アイルラ
ンド

投資証券 ニューバーガー・バーマン・イン
ベストメント・ファンズ・ピーエ
ルシー　-ＵＳ・ロング・ショー
ト・エクイティ・ファンド

480,146.465 1,170.81 562,161,963 1,193.98 573,288,637 100.78

2 日本 親投資信託
受益証券

あおぞら・マネー・マザーファン
ド

100,000 0.9990 99,900 0.9988 99,880 0.01

 

ロ.種類別投資比率

種類 投資比率（％）
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投資証券 100.78

親投資信託受益証券 0.01

合計 100.80

 

 

（参考）あおぞら・マネー・マザーファンド

イ.評価額上位銘柄明細

該当事項はありません。

 

ロ.種類別投資比率

該当事項はありません。

 

②【投資不動産物件】

 

あおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年４回決算型）

該当事項はありません。

 

（参考）あおぞら・マネー・マザーファンド

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

 

あおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年４回決算型）

資産の種類 通貨
買建／

売建
数量

帳簿価額

（円）

評価額

（円）

投資比率

（％）

為替予約取引 アメリカドル 売建 5,185,581.82 571,320,888 571,462,816 △100.46

(注)為替予約取引は、わが国における対顧客先物相場の仲値で評価しています。

 

（参考）あおぞら・マネー・マザーファンド

該当事項はありません。

 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

平成29年７月末日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計特定期間末の純資産の推移は次の通りで

す。

期別

純資産総額（円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1特定期間末 (平成27年 6月15日) 1,779,516,934 1,814,645,040 1.0132 1.0332

第2特定期間末 (平成27年12月15日) 1,249,752,502 1,249,752,502 0.9103 0.9103

第3特定期間末 (平成28年 6月15日) 975,878,406 975,878,406 0.8564 0.8564

第4特定期間末 (平成28年12月15日) 781,066,817 781,066,817 0.9764 0.9764
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第5特定期間末 (平成29年 6月15日) 646,200,902 646,200,902 0.9511 0.9511

 平成28年 7月末日 928,143,152 ― 0.8749 ―

 　　　　 8月末日 892,371,923 ― 0.8733 ―

 　　　　 9月末日 831,857,882 ― 0.8410 ―

 　　　　10月末日 777,161,701 ― 0.8581 ―

 　　　　11月末日 765,438,666 ― 0.9280 ―

 　　　　12月末日 743,912,170 ― 0.9657 ―

 平成29年 1月末日 742,989,934 ― 0.9593 ―

 　　　　 2月末日 733,315,285 ― 0.9516 ―

 　　　　 3月末日 713,935,544 ― 0.9397 ―

 　　　　 4月末日 697,684,058 ― 0.9387 ―

 　　　　 5月末日 663,175,125 ― 0.9622 ―

 　　　　 6月末日 627,402,036 ― 0.9511 ―

 　　　　 7月末日 568,837,209 ― 0.9462 ―

(注)分配付の金額は、特定期間末の金額に当該特定期間末の分配金を加算した金額です。

 

②【分配の推移】

期 計算期間 1口当たりの分配金（円）

第1特定期間 平成26年12月19日～平成27年 6月15日 0.0300

第2特定期間 平成27年 6月16日～平成27年12月15日 0.0000

第3特定期間 平成27年12月16日～平成28年 6月15日 0.0000

第4特定期間 平成28年 6月16日～平成28年12月15日 0.0000

第5特定期間 平成28年12月16日～平成29年 6月15日 0.0000

 

③【収益率の推移】

期 計算期間 収益率（％）

第1特定期間 平成26年12月19日～平成27年 6月15日 4.3

第2特定期間 平成27年 6月16日～平成27年12月15日 △10.2

第3特定期間 平成27年12月16日～平成28年 6月15日 △5.9

第4特定期間 平成28年 6月16日～平成28年12月15日 14.0

第5特定期間 平成28年12月16日～平成29年 6月15日 △2.6

(注)各特定期間の収益率は、特定期間末の基準価額（分配落ち）に当該特定期間の分配金を加算し、当該特定期間の直前の

特定期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得

た数に100を乗じた数です。なお、小数点以下2桁目を四捨五入し、小数点以下１桁目まで表示しております。
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（４）【設定及び解約の実績】

 

期 計算期間 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済み口数（口）

第1特定期間 平成26年12月19日～平成27年 6月15日 1,795,907,131 39,501,805 1,756,405,326

第2特定期間 平成27年 6月16日～平成27年12月15日 47,040,354 430,603,844 1,372,841,836

第3特定期間 平成27年12月16日～平成28年 6月15日 729,974 234,073,556 1,139,498,254

第4特定期間 平成28年 6月16日～平成28年12月15日 27,459 339,603,071 799,922,642

第5特定期間 平成28年12月16日～平成29年 6月15日 45,439,769 165,903,536 679,458,875

(注) 第１特定期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。
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＜参考情報＞
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第２【管理及び運営】

 

＜訂正前＞

 

１【申込（販売）手続等】

（中略）

（６） 販売会社の申込手数料および申込単位の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社に

ついては、下記の照会先までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（以下略）

 

２【換金（解約）手続等】

（中略）

（５） 解約価額および販売会社の解約単位の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社につ

いては、下記の照会先までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（以下略）

 

３【資産管理等の概要】

（中略）

③　基準価額は、原則として委託会社の営業日に日々算出され、下記の照会先または販売会社に問い合わせる

ことにより知ることができます。

なお、基準価額は便宜上、１万口当たりをもって表示されることがあります。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（以下略）

 

＜訂正後＞

１【申込（販売）手続等】

（中略）

（６） 販売会社の申込手数料および申込単位の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社に

ついては、下記の照会先までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-6752-1051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（以下略）

 

２【換金（解約）手続等】

（中略）
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（５） 解約価額および販売会社の解約単位の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社につ

いては、下記の照会先までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-6752-1051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（以下略）

 

３【資産管理等の概要】

（中略）

③　基準価額は、原則として委託会社の営業日に日々算出され、下記の照会先または販売会社に問い合わせる

ことにより知ることができます。

なお、基準価額は便宜上、１万口当たりをもって表示されることがあります。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-6752-1051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（以下略）
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第３【ファンドの経理状況】

 

原届出書の第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況につきましては、以下の内容が追加されます。

 

＜追加後＞

（1）本ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59

号）」並びに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則（平成12年総理府令第133

号）」に基づいて作成しております。

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

（2）本ファンドの計算期間は６ヵ月未満であるため、財務諸表は６ヵ月毎に作成しております。

 

（3）本ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第５特定期間（平成28年12月16日から平

成29年６月15日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。
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１【財務諸表】

【あおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年４回決算型）】

（１）【貸借対照表】

  （単位：円）

 第4特定期間
平成28年12月15日現在

第5特定期間
平成29年 6月15日現在

資産の部   
流動資産   
コール・ローン 6,288,200 6,774,480

投資証券 771,520,903 639,245,320

親投資信託受益証券 99,950 99,900

未収入金 11,183,400 4,741,255

流動資産合計 789,092,453 650,860,955

資産合計 789,092,453 650,860,955

負債の部   
流動負債   
派生商品評価勘定 241,775 54,184

未払解約金 4,622,492 1,850,541

未払受託者報酬 54,129 47,176

未払委託者報酬 2,706,310 2,358,724

未払利息 17 18

その他未払費用 400,913 349,410

流動負債合計 8,025,636 4,660,053

負債合計 8,025,636 4,660,053

純資産の部   
元本等   
元本 799,922,642 679,458,875

剰余金   
期末剰余金又は期末欠損金（△） △18,855,825 △33,257,973

（分配準備積立金） 10,238,899 8,212,138

元本等合計 781,066,817 646,200,902

純資産合計 781,066,817 646,200,902

負債純資産合計 789,092,453 650,860,955
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（２）【損益及び剰余金計算書】

  （単位：円）

 
第4特定期間

自　平成28年 6月16日
至　平成28年12月15日

第5特定期間
自　平成28年12月16日
至　平成29年 6月15日

営業収益   
有価証券売買等損益 10,114,302 45,868,338

為替差損益 99,509,279 △59,411,984

営業収益合計 109,623,581 △13,543,646

営業費用   
支払利息 7,638 3,221

受託者報酬 115,976 97,348

委託者報酬 5,798,801 4,867,407

その他費用 921,452 721,136

営業費用合計 6,843,867 5,689,112

営業利益又は営業損失（△） 102,779,714 △19,232,758

経常利益又は経常損失（△） 102,779,714 △19,232,758

当期純利益又は当期純損失（△） 102,779,714 △19,232,758

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△）
7,555,456 △1,718,107

期首剰余金又は期首欠損金（△） △163,619,848 △18,855,825

剰余金増加額又は欠損金減少額 49,543,456 4,691,856

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
49,543,456 4,691,856

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
－ －

剰余金減少額又は欠損金増加額 3,691 1,579,353

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
－ －

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
3,691 1,579,353

分配金 － －

期末剰余金又は期末欠損金（△） △18,855,825 △33,257,973
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び評価方法 投資証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、投資証券の基準価額で評価しております。

 親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価額で評価しております。

２.デリバティブ等の評価基準及び評価

方法

為替予約取引

個別法に基づき、原則としてわが国における対顧客先物売買相場の仲値で評価して

おります。

３.その他財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

（1）外貨建取引等の処理基準

「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）第60条及び第

61条にしたがって処理しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

第4特定期間

平成28年12月15日現在

第5特定期間

平成29年 6月15日現在

１． 特定期間の末日における受益権の総数 １． 特定期間の末日における受益権の総数

   799,922,642口   679,458,875口

２． 投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第10号に規

定する額

２． 投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第10号に規

定する額

  元本の欠損 18,855,825円  元本の欠損 33,257,973円

３． 特定期間の末日における1単位当たりの純資産の額 ３． 特定期間の末日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 0.9764円  1口当たり純資産額 0.9511円

  (10,000口当たり純資産額) (9,764円)  (10,000口当たり純資産額) (9,511円)

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

第4特定期間

自 平成28年 6月16日

至 平成28年12月15日

第5特定期間

自 平成28年12月16日

至 平成29年 6月15日

１．信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委

託するために要する費用

１．信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委

託するために要する費用

 644,256円 540,764円

２．分配金の計算過程 ２．分配金の計算過程

 第7期

平成28年 6月16日

平成28年 9月15日

 第9期

平成28年12月16日

平成29年 3月15日

 費用控除後の配当等

収益額

A 0円 費用控除後の配当等

収益額

A 0円

 費用控除後・繰越欠

損金補填後の有価証

券等損益額

B 0円 費用控除後・繰越欠

損金補填後の有価証

券等損益額

B 0円

 収益調整金額 C 354,614円 収益調整金額 C 808,710円

 分配準備積立金額 D 12,661,128円 分配準備積立金額 D 9,194,746円

 本ファンドの分配対

象収益額

E=A+B+C+D 13,015,742円 本ファンドの分配対

象収益額

E=A+B+C+D 10,003,456円

 本ファンドの期末残

存口数

F 989,151,216口 本ファンドの期末残

存口数

F 760,225,302口

 10,000口当たり収益

分配対象額

G=E/F×10,000 131円 10,000口当たり収益

分配対象額

G=E/F×10,000 131円

 10,000口当たり分配

金額

H 0円 10,000口当たり分配

金額

H 0円

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 0円 収益分配金金額 I=F×H/10,000 0円

 第8期

平成28年 9月16日

平成28年12月15日

 第10期

平成29年 3月16日

平成29年 6月15日

 費用控除後の配当等

収益額

A 0円 費用控除後の配当等

収益額

A 0円
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 費用控除後・繰越欠

損金補填後の有価証

券等損益額

B 0円 費用控除後・繰越欠

損金補填後の有価証

券等損益額

B 0円

 収益調整金額 C 286,905円 収益調整金額 C 728,528円

 分配準備積立金額 D 10,238,899円 分配準備積立金額 D 8,212,138円

 本ファンドの分配対

象収益額

E=A+B+C+D 10,525,804円 本ファンドの分配対

象収益額

E=A+B+C+D 8,940,666円

 本ファンドの期末残

存口数

F 799,922,642口 本ファンドの期末残

存口数

F 679,458,875口

 10,000口当たり収益

分配対象額

G=E/F×10,000 131円 10,000口当たり収益

分配対象額

G=E/F×10,000 131円

 10,000口当たり分配

金額

H 0円 10,000口当たり分配

金額

H 0円

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 0円 収益分配金金額 I=F×H/10,000 0円

 
（金融商品に関する注記）

Ⅰ金融商品の状況に関する事項

期別

項目

第4特定期間

自 平成28年 6月16日

至 平成28年12月15日

第5特定期間

自 平成28年12月16日

至 平成29年 6月15日

１．金融商品に対する取組方針 本ファンドは、投資信託及び投資法人に

関する法律第2条第4項に定める証券投資

信託であり、信託約款に規定する「運用

の基本方針」に従い、有価証券等の金融

商品に対して投資として運用することを

目的としております。

同左

２．金融商品の内容及びリスク 本ファンドが保有する金融商品の種類

は、有価証券、コール・ローン等の金銭

債権及び金銭債務であります。

これらは、株価変動リスク、投資証券の

価格変動リスク、為替変動リスク及び金

利変動等の市場リスク、信用リスク及び

流動性リスク等に晒されております。

同左

３．金融商品に係るリスクの管理体制 委託会社では、投信管理部門において、

運用パフォーマンスの評価・分析及び運

用に係るリスクのモニタリングならびに

関係法令・運用の基本方針等の遵守状況

のモニタリングを行っております。モニ

タリングの結果はコンプライアンス部及

び社内に設置されたリスク管理委員会に

報告されます。リスク管理委員会は投信

管理部門からの報告事項に対して、必要

な報告聴取、調査、リスクの評価分析及

び是正勧告等の監督を行っております。

運用の外部委託を行う場合は、当該外部

運用委託先に対し定期的に前述と同等程

度の報告を義務付けることにより、リス

ク管理を実施しております。

同左

 
Ⅱ金融商品の時価等に関する事項

期別

項目

第4特定期間

平成28年12月15日現在

第5特定期間

平成29年 6月15日現在

１．貸借対照表計上額、時価及びその

差額

貸借対照表上の金融商品は原則として時

価で評価しているため、貸借対照表計上

額と時価の差額はありません。

同左

２．時価の算定方法 有価証券 有価証券

 売買目的有価証券 売買目的有価証券

 （重要な会計方針に係る事項に関する注

記）に記載しております。

同左

 デリバティブ取引 デリバティブ取引

 （重要な会計方針に係る事項に関する注

記）に記載しております。

同左
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 上記以外の金融商品 上記以外の金融商品

 上記以外の金融商品（コール・ローン等

の金銭債権及び金銭債務）は短期間で決

済されるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該金融商品の帳簿価

額を時価としております。

同左

３．金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく

価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれておりま

す。当該価額の算定においては一定の前

提条件等を採用しているため、異なる前

提条件等によった場合、当該価額が異な

ることもあります。

同左

 

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

 
（その他の注記）

元本の移動

区分

第4特定期間

自 平成28年 6月16日

至 平成28年12月15日

第5特定期間

自 平成28年12月16日

至 平成29年 6月15日

投資信託財産に係る元本の状況   
期首元本額 1,139,498,254円 799,922,642円

期中追加設定元本額 27,459円 45,439,769円

期中一部解約元本額 339,603,071円 165,903,536円

 

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

 

種類

第4特定期間

自 平成28年 6月16日

至 平成28年12月15日

第5特定期間

自 平成28年12月16日

至 平成29年 6月15日

最終計算期間の損益に含まれた評価差額

（円）

最終計算期間の損益に含まれた評価差額

（円）

投資証券 13,943,149 19,882,277

親投資信託受益証券 △20 △20

合計 13,943,129 19,882,257
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（デリバティブ取引等に関する注記）

取引の時価等に関する事項

(通貨関連)

第4特定期間（平成28年12月15日現在）

     （単位：円）

区分 種類 契約額等
 

時価 評価損益
うち1年超

市場取引以外の

取引

為替予約取引     

売建 10,937,825 - 11,179,600 △241,775

アメリカドル 10,937,825 - 11,179,600 △241,775

合計 10,937,825 - 11,179,600 △241,775

第5特定期間（平成29年 6月15日現在）

     （単位：円）

区分 種類 契約額等
 

時価 評価損益
うち1年超

市場取引以外の

取引

為替予約取引     

売建 638,666,783 - 638,720,967 △54,184

アメリカドル 638,666,783 - 638,720,967 △54,184

合計 638,666,783 - 638,720,967 △54,184
 
（注）時価の算定方法

１為替予約取引

1)特定期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については以下のように評価しております。

①特定期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」といいます）の対顧客先物相場の仲値が発表されてい

る場合は、当該為替予約は当該仲値で評価しております。

②特定期間末日において当該日の対顧客先物相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法によっておりま

す。

・特定期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、当該日に最も近い前後二つの対顧

客先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。

・特定期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表されてい

る対顧客先物相場の仲値を用いております。

2)特定期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については特定期間末日に対顧客相場の仲値で評価

しております。
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（４）【附属明細表】

第１　有価証券明細表

　(1)株式

該当事項はありません。

 

　(2)株式以外の有価証券

通貨 種　類 銘　柄 券面総額 評価額 備考

日本円 親投資信託受益

証券

あおぞら・マネー・マザーファンド 100,000 99,900 

日本円小計 100,000 99,900 

アメリカ

ドル

投資証券 ニューバーガー・バーマン・インベストメ

ント・ファンズ・ピーエルシー　-ＵＳ・

ロング・ショート・エクイティ・ファンド

549,118.879 5,826,151.30 

アメリカドル小計
549,118.879 5,826,151.30 

 (639,245,320) 

 
合計

 639,345,220 

  (639,245,320) 
 
(注1)通貨種類毎の小計欄の( )内は、邦貨換算額（単位:円）であります。

(注2)合計金額欄は邦貨額であります。( )内は、外貨建有価証券に係わるもので、内書であります。

(注3)通貨の表示は外貨については、その通貨の単位、邦貨については円単位で表示しております。

 

外貨建有価証券の内訳

通貨 銘柄数
組入投資証券

時価比率(注)

合計金額に

対する比率

アメリカドル 投資証券 1銘柄 100.0% 100.0%

 
(注)通貨ごとの有価証券の合計金額に対する比率であります。

 

第２　信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

 

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額及び時価の状況表

「注記表（デリバティブ取引等に関する注記）」に記載しております。
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（参考）
 
本ファンドは「あおぞら・マネー・マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上され

た親投資信託受益証券は、すべて同親投資信託の受益証券です。

なお、以下に記載した状況は監査の対象外となっております。

 
 
あおぞら・マネー・マザーファンド

 

貸借対照表
 
  （単位：円）

 平成28年12月15日現在 平成29年 6月15日現在

資産の部   

流動資産   

コール・ローン 100,341,148 100,290,758

流動資産合計 100,341,148 100,290,758

資産合計 100,341,148 100,290,758

負債の部   

流動負債   

未払利息 274 274

流動負債合計 274 274

負債合計 274 274

純資産の部   

元本等   

元本 100,394,643 100,394,219

剰余金   

剰余金又は欠損金（△） △53,769 △103,735

元本等合計 100,340,874 100,290,484

純資産合計 100,340,874 100,290,484

負債純資産合計 100,341,148 100,290,758
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注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

該当事項はありません。

 
（貸借対照表に関する注記）

平成28年12月15日現在 平成29年 6月15日現在

１． 計算期間の末日における受益権の総数 １． 計算期間の末日における受益権の総数

   100,394,643口   100,394,219口

２． 投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第10号に規

定する額

２． 投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第10号に規

定する額

  元本の欠損 53,769円  元本の欠損 103,735円

３． 計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額 ３． 計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 0.9995円  1口当たり純資産額 0.9990円

  (10,000口当たり純資産額) (9,995円)  (10,000口当たり純資産額) (9,990円)

 

（金融商品に関する注記）

Ⅰ金融商品の状況に関する事項

期別

項目

自 平成28年 6月16日

至 平成28年12月15日

自 平成28年12月16日

至 平成29年 6月15日

１．金融商品に対する取組方針 本ファンドは、投資信託及び投資法人に

関する法律第2条第4項に定める証券投資

信託であり、信託約款に規定する「運用

の基本方針」に従い、有価証券等の金融

商品に対して投資として運用することを

目的としております。

同左

２．金融商品の内容及びリスク 本ファンドが保有する金融商品の種類

は、有価証券、コール・ローン等の金銭

債権及び金銭債務であります。

これらは、価格変動リスク、金利変動等

の市場リスク、信用リスク及び流動性リ

スク等に晒されております。

同左

３．金融商品に係るリスクの管理体制 委託会社では、投信管理部門において、

運用パフォーマンスの評価・分析及び運

用に係るリスクのモニタリングならびに

関係法令・運用の基本方針等の遵守状況

のモニタリングを行っております。モニ

タリングの結果はコンプライアンス部及

び社内に設置されたリスク管理委員会に

報告されます。リスク管理委員会は投信

管理部門からの報告事項に対して、必要

な報告聴取、調査、リスクの評価分析及

び是正勧告等の監督を行っております。

運用の外部委託を行う場合は、当該外部

運用委託先に対し定期的に前述と同等程

度の報告を義務付けることにより、リス

ク管理を実施しております。

同左

 

Ⅱ金融商品の時価等に関する事項

期別

項目
平成28年12月15日現在 平成29年 6月15日現在

１．貸借対照表計上額、時価及びその

差額

貸借対照表上の金融商品は原則として時

価で評価しているため、貸借対照表計上

額と時価の差額はありません。

同左

２．時価の算定方法 金融商品（コール・ローン等の金銭債権

及び金銭債務）は短期間で決済されるた

め、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該金融商品の帳簿価額を時価と

しております。

同左
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３．金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく

価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれておりま

す。当該価額の算定においては一定の前

提条件等を採用しているため、異なる前

提条件等によった場合、当該価額が異な

ることもあります。

同左

 
（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

 
（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

 
（その他の注記）

元本の移動

区分
自 平成28年 6月16日

至 平成28年12月15日

自 平成28年12月16日

至 平成29年 6月15日

投資信託財産に係る元本の状況   
期首 平成28年 6月16日 平成28年12月16日

期首元本額 100,395,071円 100,394,643円

期末元本額 100,394,643円 100,394,219円

期中追加設定元本額 -円 -円

期中一部解約元本額 428円 424円

元本の内訳＊   
あおぞら・短期ハイ・イールド債券ファンド（為

替ヘッジあり）
100,000円 100,000円

あおぞら・短期ハイ・イールド債券ファンド（為

替ヘッジなし）
100,000円 100,000円

あおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年４

回決算型）
100,000円 100,000円

あおぞら・世界配当成長株ベガ・ファンド（毎月

分配型）
99,991円 99,991円

あおぞら・マネーファンド（適格機関投資家専

用）
99,994,652円 99,994,228円

 
（注）＊は当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

 
 
（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。
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附属明細表

第１　有価証券明細表

　(1)株式

該当事項はありません。

 

　(2)株式以外の有価証券

該当事項はありません。

 

第２　信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

 

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額及び時価の状況表

該当事項はありません。

 

 

２【ファンドの現況】
【純資産額計算書】

 

あおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年４回決算型）

平成29年７月31日現在

Ⅰ　資産総額 1,147,938,874円　

Ⅱ　負債総額 579,101,665円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 568,837,209円　

Ⅳ　発行済口数 601,165,725口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9462円　

　　（1万口当たり純資産額） （9,462円）

 

（参考）あおぞら・マネー・マザーファンド

平成29年７月31日現在

Ⅰ　資産総額 100,278,146円　

Ⅱ　負債総額 274円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 100,277,872円　

Ⅳ　発行済口数 100,394,219口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9988円　

　　（1万口当たり純資産額） （9,988円）
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第三部【委託会社等の情報】
 

第１【委託会社等の概況】
 

＜訂正前＞

 

１【委託会社等の概況】
（１）資本金の額（本書提出日現在）

資本金の額　　　　　　　　　　　　　　２億2,500万円

会社が発行する株式の総数　　　　　　　　　 45,000株

発行済株式総数　　　　　　　　　　　　　　　9,000株

最近５年間における主な資本金の額の増減

該当事項はありません。

（中略）

 

２【事業の内容及び営業の概況】
（中略）

なお、平成29年１月末日現在、委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです（親投資信託を除きま

す。）。

 

種類 本数 純資産総額（円）

追加型株式投資信託 19 49,689,369,866

単位型株式投資信託 5 61,877,930,237

合計 24 111,567,300,103　

 

＜訂正後＞

 

１【委託会社等の概況】
（１）資本金の額（本書提出日現在）

①資本金の額　　　　　　　　　　　　　　４億5,000万円

②会社が発行する株式の総数　　　　　　　　　 45,000株

③発行済株式総数　　　　　　　　　　 　　　　18,000株

④最近５年間における主な資本金の額の増減

設立　　平成26年２月４日　　　資本金２億2,500万円

平成29年５月26日　　資本金４億5,000万円に増資

（中略）

 

２【事業の内容及び営業の概況】
（中略）

なお、平成29年７月末日現在、委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです（親投資信託を除きま

す。）。

 

種類 本数 純資産総額（円）

追加型株式投資信託 23 54,845,023,536

単位型株式投資信託 8 69,560,152,257

合計 31 124,405,175,793
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３【委託会社等の経理状況】
 

原届出書の第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社の概況　３　委託会社等の経理状況につきましては、

以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞
 

１．委託会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号）ならびに、同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号）により作成しております。

 

２．財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．委託会社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第4期事業年度（平成28年4月1日から平成

29年3月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。
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（１）【貸借対照表】

期別  
前事業年度末 当事業年度末

（平成28年 3月31日現在） （平成29年 3月31日現在）

科目
注記 内訳 金額 内訳 金額

番号 （千円） （千円） （千円） （千円）

（資産の部）      

流動資産      

　現金・預金 ※２  128,778  118,471

　前払費用   2,713  3,524

　未収入金 ※２  43,422  27,124

　未収委託者報酬   57,504  61,419

　　流動資産計   232,418  210,540

      

固定資産      

　有形固定資産 ※１  4,376  1,666

　　建物  4,176  44  

　　器具備品  199  78  

建設仮勘定  -  1,543  

　　固定資産計   4,376  1,666

　　資産合計   236,794  212,206

      

（負債の部）      

流動負債      

未払金   71,044  70,206

未払手数料 ※２ 27,651  29,617  

　その他未払金 ※２ 43,392  40,588  

未払費用   2,974  2,875

　未払法人税等   643  1,920

未払消費税等   5,097  12,472

預り金   9,955  26,576

資産除去債務   -  5,692

　　流動負債計   89,715  119,743

      

固定負債      

　資産除去債務   7,542  -

　繰延税金負債   1,169  -

　　固定負債計   8,712  -

　　負債合計   98,427  119,743

      

（純資産の部）      

株主資本      

　資本金   225,000  225,000

　資本剰余金   225,000  225,000

　　資本準備金  225,000  225,000  

　利益剰余金   △311,633  △357,537

　　その他利益剰余金      

　　　繰越利益剰余金  △311,633  △357,537  

　　純資産合計   138,366  92,462

　　負債・純資産合計   236,794  212,206
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（２）【損益計算書】

期別

 前事業年度 当事業年度

 （自　平成27年4月 1日 （自　平成28年4月 1日

 至　平成28年3月31日） 至　平成29年3月31日）

科目
注記 内訳 金額 内訳 金額

番号 （千円） （千円） （千円） （千円）

営業収益      

　委託者報酬  298,400  503,215  

　　営業収益計   298,400  503,215

営業費用      

　支払手数料 ※１ 136,077  226,222  

　支払投資顧問料  28,216  51,503  

広告宣伝費  12,139  9,128  

　調査費  7,960  8,208  

　委託計算費  9,736  20,181  

　営業雑経費  16,346  20,432  

　　通信費  1,503  1,772  

　　印刷費  14,292  17,544  

　　協会費  551  1,115  

　　営業費用計   210,476  335,677

一般管理費      

給料 ※１ 191,112  187,226  

　　　役員報酬  49,442  49,327  

　　　給料・手当  111,675  113,899  

　　　賞与  29,994  23,999  

　　法定福利費 ※１ 19,963  20,486  

　　交際費  783  462  

　　旅費交通費  7,994  9,491  

　　租税公課  1,446  2,819  

　　不動産賃借料 ※１ 9,093  9,093  

賃借料 ※１ 3,648  3,826  

　　固定資産減価償却費  3,753  2,299  

資産除去債務利息費用  109  103  

　　支払報酬料  7,252  7,879  

　　消耗品費  584  368  

保守修理費  50  55  

　　会議費  819  194  

　　保険料  250  274  

　　送金手数料  512  692  

一般管理費計   247,373  245,275

　 　 　営業損失   159,449  77,737

営業外収益      

　　受取利息 ※１ 32  5  

　　雑収入  5  5,097  

　　　営業外収益計   38  5,103

　 　 　経常損失   159,410  72,634

　　　　税引前当期純損失   159,410  72,634

　　　　法人税、住民税及び事業税 ※１  △43,039  △25,559

法人税等調整額   △613  △1,169

　　　　当期純損失   115,758  45,904
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）　　　　　　　　　　（単位：千円）

 株主資本 純資産
合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計  

  資本 資本 その他利
益剰余金

利益   

  準備金 剰余金 剰余金   

   合計 繰越利益
剰余金

合計   

       

当期首残高 225,000 225,000 225,000 △195,874 △195,874 254,125 254,125

当期変動額        

　当期純損失    △115,758 △115,758 △115,758 △115,758

当期変動額合計 - - - △115,758 △115,758 △115,758 △115,758

当期末残高 225,000 225,000 225,000 △311,633 △311,633 138,366 138,366

 
当事業年度（自　平成28年 4月 1日　　至　平成29年 3月31日）　　　　　　　　　　（単位：千円）

 株主資本 純資産
合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計  

  資本 資本 その他利
益剰余金

利益   

  準備金 剰余金 剰余金   

   合計 繰越利益
剰余金

合計   

       

当期首残高 225,000 225,000 225,000 △311,633 △311,633 138,366 138,366

当期変動額        

　当期純損失    △45,904 △45,904 △45,904 △45,904

当期変動額合計 - - - △45,904 △45,904 △45,904 △45,904

当期末残高 225,000 225,000 225,000 △357,537 △357,537 92,462 92,462

 

 

重要な会計方針
１．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

　　　建物については、定額法を採用しております。器具備品については、主に定率法によっておりま
す。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　　 　建物 　　　　3年

　　　 　　器具備品 　　3～ 5年

 
２．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1)消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。
 
(2)連結納税制度の適用

　　　親会社である株式会社あおぞら銀行を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しておりま
す。

 
(3)会計上の見積りの変更

　　　当事業年度において、当社は、オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上して
いた資産除去債務について、新たな情報の入手に伴い、見積額の変更を行っております。
この見積りの変更による減少額1,954千円を、変更前の資産除去債務残高から減算しておりま
す。

　　　なお、この変更による、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
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追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）

を当事業年度から適用しております。
 
 
注記事項
（貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 
 

前事業年度
（平成28年 3月31日現在）

当事業年度
（平成29年 3月31日現在）

有形固定資産の減価償却累計額 4,412千円 6,711千円
 
※２．関係会社に対する資産・負債

 
 

前事業年度
（平成28年 3月31日現在）

当事業年度
（平成29年 3月31日現在）

流動資産   
預金 90,633千円 74,354千円
未収入金 43,422 27,124

流動負債   
未払手数料 23,974 23,101

　その他未払金 35,343 31,474

 
 
（損益計算書関係）

※１．関係会社に対する事項

 
 

前事業年度
（自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日）

当事業年度
（自　平成28年4月 1日

至　平成29年3月31日）

支払手数料 99,921千円 129,864千円
給料 191,112 187,226

法定福利費 19,764 20,047

不動産賃借料 9,093 9,093

賃借料 2,674 2,692

受取利息 32 5

法人税、住民税及び事業税 △43,422 △27,124

　当該金額は、連結法人税額のうち、当社の個別帰属額であり、連結納税親会社から受領する
金額であります。

 
 
（株主資本等変動計算書関係）

　前事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）

　　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

期首株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

普通株式 9,000株  -  - 9,000株

 
当事業年度（自　平成28年 4月 1日　　至　平成29年 3月31日）

　　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

期首株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

普通株式 9,000株  -  - 9,000株
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項
　(1) 金融商品に対する取組方針

当社が事業を行うための資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ
いては、借入によらず、株式の発行により行う方針です。なお、デリバティブ取引は行っており
ません。

 
　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

当社の営業債権である未収委託者報酬の基礎となる投資信託財産は、信託法により信託銀行の
固有資産と分別管理されており、当該報酬は、計理上毎日の未払費用として投資信託財産の負債
項目に計上されております。このため、顧客の信用リスクはありません。また、未収入金に係る
顧客の信用リスクについては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、リスク低減を図って
おります。

 
　(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているた
め、異なる前提条件等によった場合には、当該価額が異なる場合もあります。

 
２．金融商品の時価等に関する事項
　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
 
前事業年度（平成28年 3月31日現在）  （単位：千円）

  貸借対照表 時価
 

差額
   計上額

(1) 現金・預金 128,778 128,778 -

(2) 未収入金 43,422 43,422 -

(3) 未収委託者報酬 57,504 57,504 -

資産計 229,704 229,704 -

(1) 未払手数料 27,651 27,651 -

(2) その他未払金 43,392 43,392 -

負債計 71,044 71,044 -

 
当事業年度（平成29年 3月31日現在）  （単位：千円）

  貸借対照表 時価
 

差額
   計上額

(1) 現金・預金 118,471 118,471 -

(2) 未収入金 27,124 27,124 -

(3) 未収委託者報酬 61,419 61,419 -

資産計 207,015 207,015 -

(1) 未払手数料 29,617 29,617 -

(2) その他未払金 40,588 40,588 -

負債計 70,206 70,206 -

 
（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産
　　(1) 現金・預金、(2) 未収入金、並びに(3) 未収委託者報酬

　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
負債
　　(1) 未払手数料、並びに(2)その他未払金

　 　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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（注2）金銭債権の決算日後の償還予定額
前事業年度（平成28年 3月31日現在） （単位：千円）

 １年以内 １年超

(1) 現金・預金 128,778 -

(2) 未収入金 43,422 -

(3) 未収委託者報酬 57,504 -

合計 229,704 -

 
当事業年度（平成29年 3月31日現在） （単位：千円）

 １年以内 １年超

(1) 現金・預金 118,471 -

(2) 未収入金 27,124 -

(3) 未収委託者報酬 61,419 -

合計 207,015 -

 
 
（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 前事業年度  当事業年度

 （平成28年 3月31日現在）  （平成29年 3月31日現在）

繰延税金資産 （千円）  （千円）

未払費用 917  887

未払賞与 10,832  9,638

資産除去債務 2,327  1,756

未払事業税 109  503

未払事業所税 42  42

繰越欠損金 30,136  36,259

減価償却超過額 70  140

繰延資産償却超過額 951  642

繰延税金資産小計 45,388  49,871

評価性引当額 △45,388  △49,871

繰延税金資産合計 -  -

繰延税金負債    

資産除去債務に対応する除去費用 △1,169  -

繰延税金負債合計 △1,169  -

繰延税金資産(負債)の純額 △1,169  -

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差
異の原因となった主要な項目別の内訳
税引前当期純損失を計上したため記載を省略しております。
 
 

（資産除去債務関係）

　前事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要

　　　　オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
 
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から26箇月と見積り、割引率は1.471％を使用して資産除去債務の金額を
算定しております。
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(3) 資産除去債務の総額の増減　　　　　　　　　（単位：千円）

 前事業年度
（自 平成27年4月 1日

至 平成28年3月31日）

期首残高 5,906

時の経過による調整額 109

見積りの変更による増加額 1,527

期末残高 7,542

 
当事業年度（自　平成28年 4月 1日　　至　平成29年 3月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要

　　　　オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
 
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から26箇月と見積り、割引率は1.471％を使用して資産除去債務の金額を
算定しております。

 
(3) 資産除去債務の総額の増減　　　　　　　　　（単位：千円）

 当事業年度
（自 平成28年4月 1日

至 平成29年3月31日）

期首残高 7,542

時の経過による調整額 103

見積りの変更による減少額 △1,954

期末残高 5,692

 
(4) 資産除去債務の見積りの変更の内容及び影響額

オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、
新たな情報の入手に伴い、見積額の変更を行っております。
これによる資産除去債務の減少額は1,954千円であります。

 
 
（セグメント情報等）

前事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）

　１．セグメント情報
　　　当社は金融商品取引業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 
２．関連情報
 　 (1) 商品及びサービスごとの情報

　　 　 単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超え

るため、記載を省略しております。
 
 　 (2) 地域ごとの情報

　 　① 営業収益

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。

 
　　 ② 有形固定資産

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた
め、記載を省略しております。

 
 　 (3) 主要な顧客ごとの情報

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。
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　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
該当事項はありません。

 
　４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
　　　　該当事項はありません。
 
　５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。
 
 
当事業年度（自　平成28年 4月 1日　　至　平成29年 3月31日）

　１．セグメント情報
　　　当社は金融商品取引業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 
　２．関連情報
 　 (1) 商品及びサービスごとの情報

　　 　 単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超え

るため、記載を省略しております。
 
 　 (2) 地域ごとの情報

　 　① 営業収益

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。

 
　　 ② 有形固定資産

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた
め、記載を省略しております。

 
 　 (3) 主要な顧客ごとの情報

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。

 
　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。
 
　４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
　　　　該当事項はありません。
 
　５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

　１．関連当事者との取引
(ア)　財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

　　　前事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）
種類 会社等の

名称

所在地 資本金又

は出資金

(億円)

事業の

内容

議決権等

の所有(被

所有)割合

（％）

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(千円)

科目 期末残高

(千円)

親会社 ㈱あおぞ

ら銀行

東京都

千代田

区

1,000 銀行業 被所有

直接

100％

役員の

受入

出向者

の受入

事務代

行

税額の

うち連

結納税

親会社

からの

受入

43,422 未収入金 43,422

出向者

負担金

210,877 その他

未払金

35,343

       代行

手数料

99,921 未払

手数料

23,974

 
当事業年度（自　平成28年 4月 1日　　至　平成29年 3月31日）
 
種類

会社等の

名称

所在地 資本金又

は出資金

(億円)

事業の

内容

議決権等

の所有(被

所有)割合

（％）

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(千円)

科目 期末残高

(千円)

親会社 ㈱あおぞ

ら銀行

東京都

千代田

区

1,000 銀行業 被所有

直接

100％

役員の

受入

出向者

の受入

事務代

行

税額の

うち連

結納税

親会社

からの

受入

27,124 未収入金 27,124

出向者

負担金

207,274 その他

未払金

31,474

       代行

手数料

129,864 未払

手数料

23,101

 
(イ)　財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等
　　　前事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）

種類 会社等の

名称

所在地 資本金又

は出資金

(億円)

事業の

内容

議決権等

の所有(被

所有)割合

（％）

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(千円)

科目 期末残高

(千円)

同一の

親会社

を持つ

会社

あおぞら

証券㈱

東京都

千代田

区

30 金融商

品取引

業

なし 事務代

行

代行

手数料

34,523 未払

手数料

2,984

 
 

当事業年度（自　平成28年 4月 1日　　至　平成29年 3月31日）
種類 会社等の

名称

所在地 資本金又

は出資金

(億円)

事業の

内容

議決権等

の所有(被

所有)割合

（％）

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(千円)

科目 期末残高

(千円)

同一の

親会社

を持つ

会社

あおぞら

証券㈱

東京都

千代田

区

30 金融商

品取引

業

なし 事務代

行

代行

手数料

93,687 未払

手数料

5,694
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　　(注)１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に
は消費税等が含まれております。

　 　　 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

 (1) 出向者負担金については、親会社の給料基準に基づいて金額を決定しております。

 (2) 代行手数料については、一般の取引条件と同様に決定しております。

 
　２．親会社に関する注記
　　(1) 親会社情報

　　　　㈱あおぞら銀行　（東京証券取引所に上場）

 
 
（１株当たり情報）

 

前事業年度 当事業年度

（自 平成27年 4月 1日 （自 平成28年 4月 1日

至 平成28年 3月31日） 至 平成29年 3月31日）

１株当たり純資産額 15,374.10円 10,273.62円

１株当たり当期純損失金額 12,862.04円 5,100.49円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま
た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

前事業年度 当事業年度

（自 平成27年 4月 1日 （自 平成28年 4月 1日

至 平成28年 3月31日） 至 平成29年 3月31日）

当期純損失（千円） 115,758 45,904

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る当期純損失（千円） 115,758 45,904

普通株式の期中平均株式数（株） 9,000 9,000

 
 
（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）

該当事項はありません。
 
当事業年度（自　平成28年 4月 1日　　至　平成29年 3月31日）

当社は、平成29年4月17日開催の臨時株主総会において、親会社である株式会社あおぞら銀行を引
受先として、下記要領で募集株式を発行することを決議いたしました。
１．募集株式の数
9,000株

 
２．募集株式の払込金額
募集株式1株につき金5万円 （払込総額金4億5,000万円）

 
３．増加する資本金及び資本準備金に関する事項
① 増加する資本金の額：2億2,500万円

② 増加する資本準備金の額：2億2,500万円

 
４．募集株式と引換えにする金銭の払込みの期日
平成29年5月26日（金曜日）

 
５．資金の使途

資金の使途については、財務体質の強化並びに事業拡大のための戦略的な投資に充当する予
定であります。
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５【その他】
 
＜訂正前＞

（１） 定款の変更

定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

平成28年６月14日付で、定款の目的について業務の範囲を明確にするための変更および役員任期を２年

から１年とする変更を行いました。
 

（以下略）

 
＜訂正後＞

（１） 定款の変更

定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

（以下略）

 

 
第２【その他の関係法人の概況】

 

１【名称、資本金の額及び事業の内容】
 

＜訂正前＞

（１） 受託会社

（中略）

342,037百万円（平成28年９月末現在）

（中略）

＜（ご参考）再信託受託会社の概要＞

名称　　　　　　：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　　　：51,000百万円（平成28年９月末現在）

（中略）

（２） 販売会社

（平成28年９月末現在）

名　称 資本金の額 事業の内容

株式会社あおぞら銀行 100,000百万円 銀行法に基づき銀行業を営んでいます。

株式会社SBI証券 48,323百万円
金融商品取引法に定める第一種金融商品
取引業を営んでいます。

楽天証券株式会社 7,495百万円

 

（３） 投資顧問会社

（中略）

② 資本金の額

2,000,200香港ドル（平成28年９月末現在）

（以下略）

 
＜訂正後＞

（１） 受託会社

（中略）

342,037百万円（平成29年３月末現在）

（中略）

＜（ご参考）再信託受託会社の概要＞

名称　　　　　　：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　　　：51,000百万円（平成29年３月末現在）
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（中略）

（２） 販売会社

（平成29年３月末現在）

名　称 資本金の額 事業の内容

株式会社あおぞら銀行 100,000百万円 銀行法により、銀行業を営んでいます。

株式会社SBI証券 48,323百万円
金融商品取引法に定める第一種金融商品
取引業を営んでいます。

楽天証券株式会社 7,495百万円

 

（３） 投資顧問会社

（中略）

② 資本金の額

2,000,200香港ドル（平成29年３月末現在）

（以下略）

 

３【資本関係】

 
＜訂正前＞

（前略）

（２）　販売会社

販売会社である株式会社あおぞら銀行は、委託会社の株式を9,000株（持株比率100.0％）保有していま

す。

（以下略）

 
＜訂正後＞

（前略）

（２）　販売会社

販売会社である株式会社あおぞら銀行は、委託会社の株式を18,000株（持株比率100.0％）保有していま

す。

（以下略）
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独立監査人の監査報告書
 
 

平成２９年８月４日
 
あ お ぞ ら 投 信 株 式 会 社
 

取 締 役 会 御中

 
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山 田 信 之 印

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファン
ドの経理状況」に掲げられているあおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年4回決算型）の平成２
８年１２月１６日から平成２９年６月１５日までの特定期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益
及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、あおぞら・ＵＳトリプルプラス・ファンド（年4回決算型）の平成２９年６月１５日現在の信
託財産の状態及び同日をもって終了する特定期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
 
利害関係
あおぞら投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

 

次へ
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独立監査人の監査報告書
 
 

平成２９年５月１２日
 
あ お ぞ ら 投 信 株 式 会 社
 

取 締 役 会 御中

 
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 平 木 達 也 印

      
 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山 田 信 之 印

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会
社等の経理状況」に掲げられているあおぞら投信株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３
１日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、
重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、あおぞら投信株式会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業
年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２９年４月１７日開催の臨時株主総会におい
て、親会社である株式会社あおぞら銀行を引受先として、募集株式を発行することを決議した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

 

（注）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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